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べきでしょうか。貧しいこととは、従来、所得が低いことと捉えられていましたが、近年では個人が幸せを追い求める手段（エンタイトルメント）を奪われて る状態とする解釈が広まりつつあります。この見方にたてば、医療サービスを利用できずに予防可能な病気によく罹って健康状態がすぐれない、差別を受けて自分の意思 表明できない・行動範囲が狭められて る、教育を受けられないので知識や視野を広げられない、などの状態も貧困に含まれることになります。貧しさには多面性 あるため、世界銀行は二〇〇〇
―
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も っ と や さ し い








え方だけでは説明できない理由があります。第一は、家庭内の意思決定の問題です。従来の経済学では家庭内の利害は一致し、誰が意思決定をしても同じような行動に至と仮定していました。しかし 家庭内暴力や離婚 あることから、この仮定は非現実的です。このため家庭とは、利害の異なる個人が集まり、メンバー間の交渉を通じて意思決定が行われる場である と考えられるようになりました。条件なしに奨学金渡してしまうと、交渉力が強く利己的な父親は、 子の教育のためではなく、 酒代に使ってしまうかも れません。一方、母親は子どもを我が身の 扱う傾向が父親よりも強い、とい 研究結果が多くあります。母親に補助金を渡す は、母親の交渉力を高めて、子どもの幸せを追求しやすくさせるための措置と考えられます。
　第二は、自己規律の弱さです。親は子ど
もの将来を真剣に考え いても お金が目の前にあると、衝動を抑えきれずつい使ってしまうかもしれません。その結果選ばれた行動は、短期的には親を満足させるかもしれませんが、長期的には、子ども 将来を犠牲にするため、合理的ではありません。そうした状況に陥らないよう 、家庭の外から規律を与えるためにプログレサには条
件（用途制限）があると解釈できます。●選択の自由
　このように、個人や家計が下す選択の背
後にあるメカニズムが明らかにな につれ、指示付きで政府が介入する条件付き移転政策が正当化されるようになってきました。一部の開発経済学者間では、 「貧しくとも合理的」と想定されていた従来の家計・個人像が「貧しくて非合理的」な人たちもいるという家計・個人像 変わりつつあります。そうした見方に基づき、立場が最も弱く政策の効果が及びにくい子どもや母親を助けたい、という意図から移転の条件が考案されています。貧困層の幸せを願ってのことなので、条件付き移転政 は貧困削減と矛盾しないように見えます。
　しかし、政府の知り得ない事情から、他
の用途にお金を使う方が合理的なこともありえます。たとえば、子ども 向 不向きによっては、早くから見習いで仕事をする方が人生全体にとって合理的な選択であることもあります。とくに公教育の質 低いと学校に行っても多くを学べない 仕事が合理的な選択になりやすいで ょ 。この場合、条件付き移転政策は、行く価値の低い場所にお金を渡して子ども 行ってもらう、という無駄遣いになり 就学という条件を付けるからには、政府 公教育の質を保証する責任があります。
　条件付き移転政策は、従来の経済学にお
ける自由主義的な政策観とも一線を画します。条件をつけて行動を制限する介入は、行動に関するエンタイトルメントを制限しながら補助金という別のエンタイトルメントを与えていま 。冒頭で述べた貧困の定義にならうと、結局貧困が削減されたと言えるのか、明確ではありません。人々の自由意思を尊重するためにも、条件付き移転か無条件移転 受益者が選べ ような仕組みにすることも考えられます。こうすれば、自己規律の弱さを自認し る（自認していない人よりも自認しているだ 「洗練されている」 ）人たちは、 の意思で政府の条件付き移転を使って弱さを克服し、より幸せになることができます。
　最後に、プログレサの課題を述べます。
プログレサの就学延伸効果は一年未満です。これが大きいのか小さいのか、判断が分かれるでしょう。対象となった生徒の成績平均値もよくなって ません。しかしながらこれは、学校に通っていなかった生徒も入れた平 なので、悪化していなければよし、としなけ ばいけないのかもしれません。就学期間および就学率と う教育の「量」は確かに増えましたが、成績その他に反映される教育の「質」をどう高めていくかが今後の挑戦です。
（いとう 　せいろう／アジア経済研究所開発研究センター）
